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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１つの第１の部材であって、システムを形成するようにラッチ部材と運動学
的関係にあり、前記システムは、限定された運動範囲内で運動し、前記システムは、前記
システムに外部付勢力が付与されたときに相互作用して、前記部材をそれらの運動力学的
及び動的特性に起因して応答させ、それにより前記部材間の相対運動を作り出す、少なく
とも１つの第１の部材と、
　所定のシステム運動に応答して前記第１の部材に対して動く、前記少なくとも１つの第
１の部材に結合された少なくとも１つのトリガ部材であって、前記少なくとも１つのトリ
ガ部材が動くと、前記少なくとも１つのトリガ部材又はその部分は、前記システム又はそ
の１つ若しくは複数の部材に対して制動作用を付与し、該トリガ部材と前記ラッチ部材と
の間の相互作用により、前記第１の部材と前記ラッチ部材との間の相対運動を制限する、
少なくとも１つのトリガ部材と、
を備え、
　前記少なくとも１つのトリガ部材によって前記システム又はその１つ若しくは複数の部
材に付与される前記制動作用の速度及び／又は強さは、前記少なくとも１つのトリガ部材
の前記第１の部材に対する運動速度によって制御され、この前記運動速度自体は、前記少
なくとも１つのトリガ部材又はその部分と前記少なくとも１つの第１の部材又はその部分
との間の磁束相互作用によって支配され、前記磁束相互作用は、前記少なくとも１つのト
リガ部材又はその部分と前記少なくとも１つの第１の部材又はその部分との間に磁気誘導
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渦電流力の形成を引き起こし、前記磁気誘導渦電流力が前記トリガ部材の前記第１の部材
に対する運動に抵抗する、
装置。
【請求項２】
　前記少なくとも１つのトリガ部材は、前記少なくとも１つの第１の部材上の１つ又は複
数の導体部分と相互作用する１つ又は複数の磁性部分を備える、又は、前記少なくとも１
つのトリガ部材は、前記少なくとも１つの第１の部材上の１つ又は複数の磁性部分と相互
作用する１つ又は複数の導体部分を備える、請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記システム運動と前記少なくとも１つのトリガの運動との間の運動学的関係は、非線
形応答である、請求項１又は２に記載の装置。
【請求項４】
　前記第１の部材に対する前記少なくとも１つのトリガ部材の前記運動速度は、相対運動
が生じると遅くなる、又は、前記第１の部材に対する前記少なくとも１つのトリガ部材の
前記運動速度は、相対運動が生じると速くなる、請求項１～３のいずれか一項に記載の装
置。
【請求項５】
　前記システムと前記少なくとも１つのトリガ部材との間の相対運動は、前記所定のシス
テム運動が生じるまで遅延される、請求項１～４のいずれか一項に記載の装置。
【請求項６】
　前記少なくとも１つのトリガ部材又はその部分によって付与される前記システムの制動
作用は、ラッチ、摩擦力、磁気力相互作用、及びそれらの組合せによって生じる、請求項
１～５のいずれか一項に記載の装置。
【請求項７】
　前記少なくとも１つのトリガ部材が前記少なくとも１つの第１の部材に対して運動する
前記速度は、前記少なくとも１つのトリガ部材と前記少なくとも１つの第１の部材との間
に結果として生じる渦電流力を変化させることによって調整される、請求項１～６のいず
れか一項に記載の装置。
【請求項８】
　前記磁気誘導渦電流力は、
　（ａ）前記少なくとも１つのトリガ部材又は少なくとも１つの第１の部材上又は内の磁
性要素表面積、
　（ｂ）前記少なくとも１つのトリガ部材又は少なくとも１つの第１の部材上又は内の伝
導性領域、
　（ｃ）前記少なくとも１つのトリガ部材及び少なくとも１つの第１の部材上の少なくと
も１つの磁性要素と少なくとも１つの伝導性領域との近接度、
　（ｄ）前記少なくとも１つのトリガ部材又は少なくとも１つの第１の部材上又は内の前
記少なくとも１つの磁性要素の幾何学的形状及び／又は磁気特性、
　（ｅ）前記少なくとも１つのトリガ部材又は少なくとも１つの第１の部材上又は内の前
記少なくとも１つの伝導性要素の幾何学的形状及び／又は電気特性、
　（ｆ）及びそれらの組合せ
のうちの少なくとも１つを変更することによって調整される、請求項７に記載の装置。
【請求項９】
　前記トリガ部材は、前記付勢力に直接的に起因して運動する、請求項１～８のいずれか
一項に記載の装置。
【請求項１０】
　前記トリガ部材は、少なくとも部分的に前記付勢力に間接的に起因して運動し、前記付
勢力は、少なくとも１つの付加的な機械的部分又は動力学的手段に、前記トリガ部材の移
動又は前記トリガ部材との相互作用を生じさせ、それにより引き続き前記トリガ部材の運
動を生じさせる、請求項１～８のいずれか一項に記載の装置。
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【請求項１１】
　前記磁気誘導渦電流力の作用点の静的若しくは動的な位置及び／又は強度の調節はまた
、
　（ａ）前記トリガ部材又は第１の部材が動くにつれて前記トリガ部材上の磁性要素又は
伝導性領域の位置を調節すること、及び／又は
　（ｂ）前記トリガ部材又は第１の部材が動くにつれて前記第１の部材上の磁性要素又は
伝導性領域の位置を調節すること
によって完成される、請求項１～１０のいずれか一項に記載の装置。
【請求項１２】
　前記少なくとも１つのトリガ部材と前記少なくとも１つの第１の部材又はそれらの部分
は、互いにほぼ隣接する、請求項１～１１のいずれか一項に記載の装置。
【請求項１３】
　前記トリガ部材は、前記所定のシステム運動が生じたときに軸の周りで回転するアーム
形部材である、請求項１～１２のいずれか一項に記載の装置。
【請求項１４】
　前記少なくとも１つのトリガ部材は、前記所定のシステム運動が生じたときに線形方向
に運動するロッド形部材である、請求項１～１２のいずれか一項に記載の装置。
【請求項１５】
　少なくとも１つの第２の部材が設けられており、前記第２の部材は、前記少なくとも１
つの第１の部材と独立であり、第２の部材は、少なくとも１つのトリガ部材が前記少なく
とも１つの第１の部材と重なる領域の外部の少なくとも一部の周りで、前記少なくとも１
つのトリガ部材と磁気的に相互作用する、請求項１～１４のいずれか一項に記載の装置。
【請求項１６】
　請求項１～１５のいずれか一項に記載の少なくとも１つの装置を組み込んだ機器であっ
て、当該機器が、
（１）ロープ繰出し装置であり、前記少なくとも１つの第１の部材に直接的又は間接的に
ロープのスプールが結合されており、且つ、前記システムに付与される前記外部付勢力は
、前記スプールから延びる且つ該スプール上に引き込まれるロープによって生じる、ロー
プ繰出し装置、
（２）乗客座席拘束装置、
（３）変速機駆動装置、
（４）リニアガイド式命綱、
のいずれかである、機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
［関連出願］
　本出願は、引用により本明細書に組み入れるニュージーランド特許出願番号第６２７６
３３号に基づく優先権を有する。
　本明細書では、運動学的関係にある部材を備えた装置が説明され、この運動学的関係は
、少なくとも１つの磁束相互作用によって少なくとも部分的に支配され、これは、事実上
、運動に対する調整可能な抵抗をもたらし、部材間の相対運動の速度を変更する。
【背景技術】
【０００２】
　渦電流形成は、部材の運動速度を調節するために種々の方式で用いることができる。種
々の機器が存在し、例えば懸垂降下においてクライマーの降下を制御し、又は例えば個人
用保護具シナリオにおいて負傷の原因となる落下を防止する。渦電流発生を使用する他の
用途は、列車、ケーブルカー、ジップライン装置及びローラコースタのロープの繰出しの
制御である。
【０００３】
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　１つの技術装置は、ＵＳ２０１２／００５５７４０として公開されている。この装置は
、ロータに対して運動するアームを有するロータ組立体を利用する。アーム自体が伝導性
若しくは磁性である場合もあり、又はアームに取り付けられた伝導性若しくは磁性部材を
有する場合もある。ロータに回転力が印加されたとき、アームが遠心力によって中心軸か
ら外方に移動して磁（又は伝導）界に入る。アームが界を通って移動するにつれて渦電流
が発生し、その強度は回転速度に依存する。回転速度が低下すると、アームは、ばねによ
り及び／又はアームに作用する遠心力の低減により、回転軸に向かって引き戻される。こ
の装置は広範に用いられており、部品の相対速度を変更する優れた手段を提供する。
【０００４】
　上記機器の１つの態様は、アームが移動して磁界に入ることによって生じる制動効果の
始動速度の制御を、バイアス強度、アーム重量（従って慣性）、並びにアームの質量中心
からのオフセット度及び／又は回転軸からのピボット軸のオフセット度のいずれかによる
影響を受けるピボット軸の配置を含む、幾つかの変数を調節することによってのみ調整す
ることができることである。
【０００５】
　装置の最終用途によっては、ひとたび運動が始まったアームの運動を付加的な入力によ
って調整こともまた有用な場合があり、又は少なくとも公衆に選択肢を与える。
【０００６】
　本装置の更なる態様及び利点は、例示のみの目的で与えられる以下の説明から明らかと
なるであろう。
【発明の概要】
【０００７】
　本明細書では、運動学的関係にある部材を備えた装置が説明され、この運動学的関係は
、少なくとも１つの磁束相互作用によって少なくとも部分的に支配され、これは、事実上
、運動に対する調整可能な抵抗をもたらし、部材間の相対運動の速度を変更する。
【０００８】
　第１の態様において、
　少なくとも１つの第１の部材であって、システムを形成するように少なくとも１つの更
なる部材と運動学的関係にあり、システムは、限定された運動範囲内で運動し、システム
は、該システムに外部付勢力が付与されたときに相互作用して、部材をその運動力学的及
び動的特性に起因して応答させ、それにより部材間の相対運動を作り出す、少なくとも１
つの第１の部材と、
　所定のシステム運動に応答して動く少なくとも１つの第１の部材に結合された少なくと
も１つのトリガ部材であって、少なくとも１つのトリガ部材が動くと、該少なくとも１つ
のトリガ部材又はその部分は、システム又はその１つ若しくは複数の部材に対して制動作
用を付与する、少なくとも１つのトリガ部材と、
を備え、
　少なくとも１つのトリガ部材によってシステム又はその１つ若しくは複数の部材に付与
される制動作用の速度及び／又は強さは、少なくとも１つのトリガ部材の運動速度によっ
て制御され、この運動速度自体は、前記少なくとも１つのトリガ部材又はその部分と前記
少なくとも１つの第１の部材又はその部分との間の磁束相互作用によって支配され、磁束
相互作用は、前記少なくとも１つのトリガ部材又はその部分と前記少なくとも１つの第１
の部材又はその部分との間に磁気誘導渦電流力の形成を引き起こす、
装置が提供される。
【０００９】
　第２の態様において、実質的に上で説明したような少なくとも１つの装置を組み込んだ
ロープ繰出し装置（line dispensing device）が提供される。
【００１０】
　第３の態様において、実質的に上で説明したような少なくとも１つの装置を組み込んだ
乗客座席拘束装置が提供される。
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【００１１】
　第４の態様において、実質的に上で説明したような回転駆動装置に係合する少なくとも
１つの装置を組み込んだ変速機駆動装置が提供される。
【００１２】
　第５の態様において、実質的に上で説明したような少なくとも１つの装置を組み込んだ
リニアガイド式命綱（linear guided lifeline）が提供される。
【００１３】
　更に以下の説明で概説するように、その他の多くの装置の用途もまた可能であり得る。
【００１４】
　上記装置の１つの利点は、運動学的関係によって規定された運動の速度を制御する能力
を含むことである。加えて、装置の更なる利点は、ひとたび運動が始まってからの運動力
学的関係にも影響を及ぼすこととである。運動に対する抵抗の大きさは、部材が動くにつ
れて一貫した方式で、又は段階的若しくはその他の変動する方式で、変化させることがで
きる。このようにして調整することは、不要の作動を回避する、又は例えばブレーキ係合
の作動速度を遅くするという効果を有することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
　装置の更なる態様は、例示のみの目的で与えられ且つ添付図面を参照する以下の説明か
ら明らかになるであろう。
【図１】トリガ部材と第１の部材とが磁気的関係にある装置の１つの実施形態の側面図を
示す。
【図２】図１に記載の実施形態におけるトリガ部材及び第１の部材の分解斜視図を示す。
【図３】ロッド形のトリガ部材を組み込んだ代替的な実施形態の側面図を示す。
【図４】摺動する第１の部材及び枢動するトリガ部材のつめを組み込んだ代替的な実施形
態の側面図を示す。
【図５】ロッド形の第１の部材を組み込んだ、図４に対する代替的な実施形態の側面図を
示す。
【図６】第２の部材及びラッチ部材を有する代替的な実施形態の側面図を示す。
【図７】ラッチ部材を用いた代替的な実施形態の分解斜視図を示す。
【図８】第２の部材と、トリガ部材に枢動式に取り付けられた静止した第１の部材とを有
する、更なる代替的な実施形態の側面図を示す。
【図９】第２の部材と、線形に並進するトリガ部材に取り付けられた静止した第１の部材
とを有する、更なる代替的な実施形態の側面図を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　上述のように、本明細書では、運動学的関係にある部材を備えた装置が説明され、この
運動学的関係は、少なくとも１つの磁束相互作用によって少なくとも部分的に支配され、
これは、事実上、運動に対する調整可能な抵抗をもたらし、部材間の相対運動の速度を変
更する。
【００１７】
　本明細書の目的に関して、用語「約」又は「ほぼ」及びそれらの文法的変形は、基準の
分量、レベル、度、値、数、頻度、百分率、寸法、サイズ、量、重量又は長さに対して高
々３０、２５、２０、１５、１０、９、８、７、６、５、４、３、２、又は１％だけ変動
する分量、レベル、度、値、数、頻度、百分率、寸法、サイズ、量、重量又は長さを意味
する。
【００１８】
　用語「実質的に」又はその文法的変形は、少なくとも約５０％、例えば７５％、８５％
、９５％又は９８％を指す。
【００１９】
　用語「含む、備える」及びその文法的変形は、包括的な意味を有するものとし、すなわ
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ち、それが直接言及する列挙された構成要素のみならず、他の特定されていない構成要素
又は要素もまた含むことを意味するものとして解釈される。
【００２０】
　用語「付勢力（energizingforce）」及びその文法的変形は、物体に運動速度を与える
ように作用する力を指す。
【００２１】
　用語「動的」及びその文法的変形は、装置又は装置部分の運動の文脈において、機械的
手段によって誘導される力を指す。
【００２２】
　第１の態様において、
　少なくとも１つの第１の部材であって、システムを形成するように少なくとも１つの更
なる部材と運動学的関係にあり、システムは、限定された運動範囲内で運動し、システム
は、該システムに外部付勢力が付与されたときに相互作用して、部材をその運動力学的及
び動的特性に起因して応答させ、それにより部材間の相対運動を作り出す、少なくとも１
つの第１の部材と、
　所定のシステム運動に応答して動く少なくとも１つの第１の部材に結合された少なくと
も１つのトリガ部材であって、少なくとも１つのトリガ部材が動くと、該少なくとも１つ
のトリガ部材又はその部分は、システム又はその１つ若しくは複数の部材に対して制動作
用を付与する、少なくとも１つのトリガ部材と、
を備え、
　少なくとも１つのトリガ部材によってシステム又はその１つ若しくは複数の部材に付与
される制動作用の速度及び／又は強さは、少なくとも１つのトリガ部材の運動速度によっ
て制御され、この運動速度自体は、前記少なくとも１つのトリガ部材又はその部分と前記
少なくとも１つの第１の部材又はその部分との間の磁束相互作用によって支配され、前記
磁束相互作用は、前記少なくとも１つのトリガ部材又はその部分と前記少なくとも１つの
第１の部材又はその部分との間に磁気誘導渦電流力の形成を引き起こす、
装置が提供される。
【００２３】
　１つの実施形態において、少なくとも１つのトリガ部材は、少なくとも１つの第１の部
材上の１つ又は複数の導体部分と相互作用する１つ又は複数の磁性部分を備えることがで
きる。代替的に、少なくとも１つのトリガ部材は、少なくとも１つの第１の部材上の１つ
又は複数の磁性部分と相互作用する１つ又は複数の導体部分を備えることができる。
【００２４】
　システム運動と少なくとも１つのトリガの運動との間の運動学的関係は、非線形応答と
することができる。第１の部材に対する少なくとも１つのトリガ部材の運動速度は、相対
運動が生じると遅くなるものとすることができる。代替的に、第１の部材に対する少なく
とも１つのトリガ部材の運動速度は、相対運動が生じると速くなるものとすることができ
る。更に、第１の部材に対する少なくとも１つのトリガ部材の運動速度は、より遅い相対
運動とより速い相対運動との間で少なくとも１回循環するものとすることができる。１つ
の実施形態において、部材の運動速度の比較的急速な変化は、少なくとも１つのトリガ部
材と少なくとも１つの第１の部材とが十分に遠ざかるまで動いて、部材間の磁束相互作用
の低下が起こったときに生じることができる。例えば、磁束が消滅すると、トリガ部材及
び第１の部材は、渦電流誘導抵抗を伴わずに自由に動くことができる。抵抗から無抵抗へ
の移行は急激なものとすることができ、上記のように運動速度の急速な変化をもたらす。
【００２５】
　装置の動作は、第１の部材に対するトリガ部材の可変且つ所定の運動速度によって更に
特徴付けることができ、該速度は、部材間の磁束を調整することによって決定される。例
として、部材間の比較速度は、部材同士が遠ざかって渦電流誘導力が完全に消散する前に
、高速から、低速まで、中速まで変化することができる。
【００２６】
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　システムと少なくとも１つのトリガ部材との間の相対運動は、所定のシステム運動が生
じるまで遅延させることができる。
【００２７】
　少なくとも１つのトリガ部材又はその部分によって付与されるシステム制動作用は、ラ
ッチ、摩擦力、磁気力相互作用、及びそれらの組合せによって生じるものとすることがで
きる。
【００２８】
　少なくとも１つのトリガ部材が少なくとも１つの第１の部材に対して運動する速度は、
少なくとも１つのトリガ部材と少なくとも１つの第１の部材との間に結果として生じる渦
電流力を変化させることによって調整することができる。
【００２９】
　磁気誘導渦電流力は、
　（ａ）少なくとも１つのトリガ部材又は少なくとも１つの第１の部材上又は内の磁性要
素表面積、
　（ｂ）少なくとも１つのトリガ部材又は少なくとも１つの第１の部材上又は内の伝導性
領域、
　（ｃ）少なくとも１つのトリガ部材及び少なくとも１つの第１の部材上の少なくとも１
つの磁性要素と少なくとも１つの伝導性領域との近接度、
　（ｄ）少なくとも１つのトリガ部材又は少なくとも１つの第１の部材上又は内の少なく
とも１つの磁性要素の幾何学的形状及び／又は磁気特性、
　（ｅ）少なくとも１つのトリガ部材又は少なくとも１つの第１の部材上又は内の少なく
とも１つの伝導性要素の幾何学的形状及び／又は電気特性、
　（ｆ）及びそれらの組合せ、
のうちの少なくとも１つを変更することによって調整することができる。
【００３０】
　例えば、トリガ部材は、磁性要素を含むことができ、磁気強度は移動方向に沿って変化
する。トリガ部材が第１の部材に対して動くにつれて磁束が変化し、従って、渦電流誘導
力は、規定された部材の運動経路に沿って変化する。
【００３１】
　上記のことから認識されるように、部材は、運動中の１つ又は複数の部材の作動及び／
又は運動速度に影響を及ぼす要因である、種々の形状又は重量を取ることができる。磁気
相互作用は、例えばトリガ及び／又は第１の部材の長さにわたって連続的なもの又は離間
したもの又は寸法が変化するものとすることができ、それにより磁束発生が調節される。
トリガ又は他の部材の相互作用部分は、部材全体又はその一部分のみとすることができる
。部材の一部分のみが相互作用する場合、部材の外部、内部又は部分上のいずれかにある
相互作用部分の位置は、変更することができる。
【００３２】
　少なくとも１つのトリガ部材及び少なくとも１つの第１の部材は、部材間に相対運動が
生じた途端に即時に磁気誘導渦電流力の誘導が生じるように配置することができる。実際
上、このことは、静止位置にあるとき、少なくとも１つのトリガ部材と少なくとも１つの
第１の部材とが少なくとも部分的に一緒に磁気的関係にあることを意味する。しかしなが
ら上記のように、渦電流誘導力は調整することができ、例えば、部材がある程度運動した
後にのみ磁束相互作用が始まるようにすることができ、上記の例は限定とみなすべきでは
ない。
【００３３】
　上述のトリガ部材の運動は、直接的なもの、すなわちトリガ部材が付勢力に直接的に起
因して運動するものとすることができる。トリガ部材は、その代わりに、少なくとも部分
的に付勢力に間接的に起因して又は代理で運動することができ、該付勢力は、少なくとも
１つの付加的な機械的部分又は動力学的手段に、トリガ部材の移動又はトリガ部材との相
互作用を生じさせ、それにより引き続きトリガ部材の運動を生じさせる。間接的手段は、
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継手又は歯車といった別の部分を介した動的な力伝達、又は別の部分に対する直接的な力
によってトリガ部材にかかる遠心力とすることができる。間接的な又は代理の力伝達は、
付勢力を増幅することができるという利点を有することができる。
【００３４】
　渦電流誘導力の作用点の静的若しくは動的な位置及び／又は強度の調節はまた、
　（ａ）トリガ部材又は第１の部材が動くにつれてトリガ部材上の磁性要素又は伝導性領
域の位置を調節すること、及び／又は
　（ｂ）トリガ部材又は第１の部材が動くにつれて第１の部材上の磁性要素又は伝導性領
域の位置を調節すること
によって完成させることができる。
【００３５】
　例として、トリガ部材は、スロットを備えることができ、磁性要素又は伝導性領域を備
えたトリガ部材の一部は、付勢力が印加されてトリガ部材が全体として動くにつれて該ス
ロット内を移動する。運動を調節するこの付加的手段は、動力的手段を、従って部品が相
互作用する手段を更に変更するのに有用であり得る。例えば、回転運動の実施形態におい
て、トリガ部材が全体としてのシステム運動に対して渦電流抗力を誘導する場合、位置調
節は、渦電流抗力及び位置の両方に影響を与えることができ、これが次にトリガ部材上の
抵抗トルクを変化させることができる。線形運動の実施形態において、位置調節は、発生
する渦電流力に影響を与えることになるであろう。
【００３６】
　トリガ部材と１つ又は複数の付加的な部材との間の相対運動は、摩擦のない運動とする
ことができる。上記の誘導力のような磁気力及びそれに続くトリガ部材に作用するいずれ
の力も、摩擦接触を回避することができる。これは、部品に対する機械的摩耗を最小限に
するのに有用であり得る。
【００３７】
　１つの実施形態において、部品間の運動は、主として動的力によって支配されるものと
することができる。装置は、液体流体を伴わないものとすることができ、部品間の全ての
運動が動的力に起因する。代替的に、装置は、存在するある程度の液体流体を有すること
ができるが、装置部材に対する主な付勢力は動的力とすることができる。磁気学を利用し
て運動学的関係を変更する液体ベースのシステムも存在するが、これらの装置は、しばし
ば双安定、すなわち部品が２つの位置でのみ安定である点で、本明細書において説明する
装置とは異なる。加えて、運動は、動的力とは対照的に、主として又は完全に液体流体か
ら蓄積される力又は圧力に依拠する。液体ベースの装置はまた、液体の封止に関連した固
有の難点を有し、信頼性のある運用を保証するにはより定期的な保守が必要である。
【００３８】
　上記のことから認識することができるように、少なくとも１つのトリガ部材及び少なく
とも１つの第１の部材は、磁気誘導渦電流力を導く磁束相互作用を有する。磁束相互作用
は、少なくとも１つの第１の部材の上又は内のいずれかにある電気伝導性領域と相互作用
する少なくとも１つのトリガ部材の上又は内に位置する少なくとも１つの磁性要素の使用
によりもたらすことができる。代替的に、少なくとも１つの磁束相互作用は、少なくとも
１つのトリガ部材の上又は内のいずれかにある伝導性領域と相互作用する少なくとも１つ
の第１の部材の上又は内に位置する少なくとも１つの磁性要素の使用によりもたらされる
ことができる。認識されるように、上記の関係を達成する多様な構成を企図することがで
き、これは厳密な設計に関して装置を非常に自由度の高いものにすることを支援する。１
つの実施形態において、トリガ部材全体を磁性又は伝導性にすることができ、同様に、第
１の部材全体を磁性又は伝導性にすることができる。代替的に、いずれかの部材の部分又
は領域を磁性又は伝導性にすることができる。部材の設計は、磁性要素及び／又は伝導性
要素を取り外す及び交換する能力を統合することもできる。加えて、磁石の関係を説明す
る上記の文脈における用語「伝導性」は、磁石が相互作用する材料を指し、すなわち電気
伝導性であることを認識されたい。更に、材料は強磁性とすることができ、又は材料は常
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磁性とすることができる。用語「伝導性」は、磁気特性の観点に限定されるものとみなす
べきではない。
【００３９】
　１つの代替的な実施形態において、装置は、少なくとも１つの第１の部材から独立した
少なくとも１つの第２の部材を含むことができ、第２の部材は、少なくとも１つのトリガ
部材が少なくとも１つの第１の部材と重なる領域の外部の少なくとも一部の周りで、少な
くとも１つのトリガ部材と磁気的に相互作用する。この第２の部材は、一連の磁石又は伝
導性部材とすることができ、トリガ部材が動いて第２の部材に対して相補的な領域に入っ
たとき、トリガ部材と第２の部材との間に渦電流誘導力が生じる。１つの例において、第
２の部材は、静止したものとすることができる。代替的に、第２の部材は、少なくとも１
つのトリガ部材に対して異なる相対速度で、トリガ部材と同じ方向（但し異なる速度で）
又は反対方向に運動することができる。
【００４０】
　上記実施形態に対する１つの変形形態において、少なくとも１つの第１の部材は固定さ
れたものとすることができ、付勢力が印加されると少なくとも１つのトリガ部材が動き、
少なくとも１つのトリガ部材の運動は、少なくとも１つの第２の部材との少なくとも部分
的な磁気相互作用によって付勢され、このとき少なくとも１つのトリガ部材の運動は、少
なくとも１つのトリガ部材と少なくとも１つの第１の部材との間の磁束相互作用を誘導す
る。この変形形態における運動学的関係は、少なくとも１つの第１の部材に対して枢動す
る少なくとも１つのトリガ部材によって規定することができる。代替的に、この変形にお
ける運動学的関係は、少なくとも１つの第１の部材に対して独立した並進経路を経由して
運動する少なくとも１つのトリガ部材によって規定することができる。
【００４１】
　更なる代替形態において、少なくとも１つのトリガ部材は、少なくとも１つのトリガ部
材と少なくとも１つの第１の部材とが相対運動すると、１つ又は複数の更なるラッチ部材
と係合することができる。トリガ部材とラッチ部材との係合の結果として、第１の部材と
ラッチ部材との間に更なる相対運動が生じないようにすることができる。このラッチ部材
は、運動学的関係の運動を制限するのに有用であり得る。係合は、更なる運動のために装
置をリセットするように解除可能なものとすることができる。
【００４２】
　少なくとも１つのトリガ部材及び少なくとも１つの第１の部材又はそれらの部分は、互
いにほぼ隣接することができる。
【００４３】
　磁束相互作用は、少なくとも１つのトリガ部材と少なくとも１つの第１の部材との間の
相対運動の方向に対して少なくとも部分的に直交するものとすることができる。１つの実
施形態において、部材は、互いに隣接する同じ平面内にあり、付勢力が印加されると、部
材は互いを通り越して移動するが、依然として互いに対して同じ平面内にある。１つ又は
複数の磁界が、部材の運動に対して直角に延びることができる。認識され得るように、完
全に直交する配置が最適であり得るが、他の平面角度でも同じ又は同様の結果を達成する
ことができる。
【００４４】
　トリガ部材は、所定のシステム運動が生じたときに軸の周りで回転するアーム形部材と
することができる。運動学的関係は、回転軸の周りで少なくとも１つの第１の部材に枢動
式に取り付けられた少なくとも１つのトリガ部材で少なくとも部分的に規定することがで
きる。回転軸は、第１の部材の運動が回転軸の周りで少なくとも１つのトリガ部材の回転
運動を生じさせるように位置決めすることができる。回転軸の周りでの少なくとも１つの
トリガ部材の運動は、少なくとも１つの第１の部材によって画定された領域の外側で少な
くとも１つのトリガ部材の少なくとも一部を回転させることができる。この運動学的関係
は、必要な部品の数を最小限にして、しかも有用な運動経路を与えることができる。枢動
取付けは、１つ又は複数の機械式締結具、軸受又は他の既知の構成要素の使用によるもの
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とすることができる。１つ又は複数の部材の運動は、運動を制限する止め部又は他の手段
の使用によって、所定範囲内に制限することができる。
【００４５】
　１つの特定の実施形態において、付勢力が印加されたときの少なくとも１つの第１の部
材の運動は、回転運動とすることができる。この実施形態において、
　・少なくとも１つのトリガ部材は、１つ又は複数のつめ形又はアーム形部材とすること
ができ、これは付勢力が印加されると回転するロータである第１の部材に機械的に連結さ
れる。
　・少なくとも１つのトリガ部材は、十分に大きい付勢力が印加されると少なくとも１つ
のトリガ部材の一部がロータによって画定された領域の外部に移動することができるよう
に位置決めすることができる。
　・少なくとも１つのトリガ部材は、ロータ軸からオフセットしたピボット軸の周りでロ
ータに枢動式に取り付けることができる。
【００４６】
　上記実施形態は、特にスペースの関係で線形軌道が許されない場合に装置の全体サイズ
を最小化するのに有用であり得る。上記装置及び機構は、ＵＳ２０１２／００５５７４０
に記載されたものと同様の装置に組み込むことができる。
【００４７】
　少なくとも１つのトリガ部材は、代替的に、所定のシステム運動が生じたときに線形方
向に運動するロッド形部材とすることができる。上記のように、運動学的関係は、少なく
とも１つの第１の部材に対して独立した並進経路を経由して運動する少なくとも１つのト
リガ部材によって、少なくとも部分的に規定することができる。少なくとも１つの第１の
部材の運動は、この実施形態では、ロータが用いられる場合のように回転軸の周りでの回
転運動とすることができる。代替的に、付勢力が印加されたときの少なくとも１つの第１
の部材の運動は、第２の部材としてキャリッジを用いる例の場合のように線形運動とする
ことができる。
【００４８】
　更なる代替的な実施形態において、付勢力が印加されたときの少なくとも１つの第１の
部材の運動は、線形運動とすることができる。この実施形態において、
　・少なくとも１つのトリガ部材は、１つ又は複数のつめ形又はアーム形部材とすること
ができ、これは付勢力が印加されると並進するキャリッジである第１の部材に機械的に連
結される。
　・少なくとも１つのトリガ部材は、キャリッジの運動線からオフセットしたピボット軸
の周りでキャリッジに枢動式に取り付けることができる。
【００４９】
　この性質の線形の実施形態は、長い案内ロープを用いる例えば列車のキャリッジ又はゴ
ンドラなどの用途のように、１つ又は複数の第１の部材が軌道に沿って動く場合に有用な
であり得、上述の装置は、キャリッジ又はゴンドラの運動速度の制動を支援するように作
用する。
【００５０】
　第２の態様において、実質的に上で説明したような少なくとも１つの装置を組み込んだ
ロープ繰出し装置が提供される。自動ビレー装置などのロープ繰出し装置は、レクリエー
ション用途及び工業的用途の両方で落下を防止するために広範に用いられる。場合によっ
ては、磁気引力関係は、自動ビレー装置の特性を調整するのに有用であり得る。少なくと
も１つの更なる部材は、ロープ繰出し装置の場合には、少なくとも１つの第１の部材に直
接的又は間接的に結合されたロープのスプールとすることができる。システムに付与され
る外部付勢力は、この実施形態においては、スプールから延びる又は該スプールに引き込
まれるロープによって生じるものとすることができる。
【００５１】
　第３の態様において、引き延ばされ且つ引き込まれる帯ひもを組み込んだ乗客座席拘束
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装置が提供され、帯ひもは、実質的に上で説明したような少なくとも１つの装置に動作可
能に結合される。乗客座席拘束装置の一例は、自動車などの車両に用いられるシートベル
トであり得る。シートベルトは極めて重要な安全機能であり、上述の装置は、特に上記の
多様な方式で応答を調整する能力を前提として、既存の設計に対する有用な代替手段を提
供することができる。
【００５２】
　第４の実施形態において、実質的に上で説明したような回転駆動装置に係合する少なく
とも１つの装置を組み込んだ変速機駆動装置が提供される。
【００５３】
　第５の実施形態において、実質的に上で説明したような少なくとも１つの装置を組み込
んだリニアガイド式命綱（linear guided lifeline）が提供される。
【００５４】
　説明した装置はその他の多様な用途で用いることができるので、上記の例は限定的なも
のとみなすべきではなく、非限定的な例は、
　・回転式タービンのロータ
　・運動器具、例えばローイングマシン、エピサイクリックトレーナー
　・ローラコースタ及び他の遊具乗り物
　・エレベータ及びエスカレータシステム
　・避難用降下装置及び火災避難装置
　・コンベヤシステム
　・工場生産設備内の回転駆動装置
　・コンベヤベルトなどの材料搬送装置又はシュート内の制動装置
　・回転式サインの変化速度を制御する動的ディスプレイ看板
　・路側安全システム、例えば渦電流ブレーキをシステムに接続して、ブレーキによるエ
ネルギー散逸によって衝突の減衰を提供することができる。
　・車両内のシートベルト
　・トロリー及びキャリッジ用の制動機構
の制御を含む。
【００５５】
　上記のように、上記装置の１つの利点は、運動学的関係によって規定された運動の速度
を制御する能力を含む。加えて、装置の更なる利点は、ひとたび運動が始まってからも運
動力学的関係に影響を及ぼすこととである。運動に対する抵抗の大きさは、部材が動くに
つれて一貫した方式で、又は段階的若しくはその他の変動する方式で変化させることがで
きる。このようにして調整することは、例えばブレーキ係合の、不要の作動を回避する又
は作動速度を遅くする効果を有することができる。
【００５６】
　上述の実施形態は、大まかに言って、本出願の明細書において個別に又は集合的に言及
された又は示された部分、要素及び特徴、並びに２以上の該部分、要素又は特徴のいずれ
か又は全ての組合せに存するものと言うこともでき、また、実施形態が関連する技術分野
において既知の均等範囲を有する特定の整数が本明細書において言及される場合、かかる
既知の均等範囲は、あたかも個別に述べられているかの如くに本明細書に組み入れられる
ものとみなされる。
【００５７】
　本発明が関連する技術分野において既知の均等範囲を有する特定の整数が本明細書にお
いて言及される場合、かかる既知の均等範囲は、あたかも個別に述べられているかの如く
に本明細書に組み入れられるものとみなされる。
【実施例】
【００５８】
　上述の装置をここで、特定の例を参照して説明する。
【００５９】
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　例における説明を容易にするために、単一のトリガ部材及び単一の第１の部材のみを示
すが、複数のトリガ部材及び第１の部材を用いることができることを認識されたい。
【００６０】
　説明する場合、トリガ部材がその中を移動する第２の部材の磁界、及びラッチ部材は、
冗長になるので連続領域として概略的に示される。第２の部材（少しでも存在する場合）
は、例えば一連の離散的な磁石とすることができ、又は単に１つの磁石であってもよい。
同様に、ラッチ部材（存在する場合）は、種々の形状又は表面輪郭を呈することができる
。
【００６１】
　例１
　図１及び図２に示すように、トリガ１と第１の部材２との間の運動学的関係を説明する
。作図を簡単にするために、付加的な部材及び部材の詳細は省いた。
【００６２】
　この例において、トリガ部材１は、ロータとして描かれた第１の部材２に枢動式に連結
されたつめ又はアームであり、ロータ領域の一部は分かりやすくするために省かれている
。枢動連結は、ピボット回転軸３を設け、その周りでトリガ部材１が第１の部材２に対し
て回転することができ、逆も又同様である。この例において、付勢力が印加されたとき、
第１の部材２は、回転軸４の周りで方向Ｘに回転する。ロータを方向Ｘに回転させる付勢
力が印加されると、トリガ部材１は、遠心力及び慣性力の組合せによって付勢されてピボ
ット軸３の周りで枢動し、その結果、トリガ部材１の一部が移動する。トリガ部材１の実
線像は、静止位置又はトリガ位置にあるつめを示し、点線は、運動後の第２の位置５にあ
るつめを示し、トリガ部材１がピボット軸３の周りで方向Ｙに回転することを示す。
【００６３】
　図示されるように、トリガ部材１及び第１の部材２は、互いにほぼ隣接し、且つ互いに
制限された運動学的関係にある。
【００６４】
　トリガ部材１及び第１の部材２は、磁気的関係にある。図１及び図２に示すように、ト
リガ部材１は、磁性要素６を含む。磁性要素６は、トリガ部材１の一部分とすることがで
きる。磁性要素６は、トリガ部材１の中に差し込まれた又はトリガ部材１の内部に隠され
た（図示せず）分離したアイテム（図２の６ａ）とすることができる。第１の部材２上の
磁性要素６に対して相補的な地点上に、伝導性領域がある（図２中、アイテム７で示され
る）。認識されるように、上述の磁性要素６及び伝導性領域７を入れ替えて、トリガ部材
１が伝導性領域を含み且つ第１の部材２が磁性要素を含むようにすることができる。
【００６５】
　磁性要素は、トリガ部材１全体とすることができ、又は図１及び図２に示すものとは異
なる形状を有することができる。同様に、第１の部材２の中の伝導性領域７は、第１の部
材２全体又は第１の部材２の一部とすることができる。
【００６６】
　作動時、速度が変化する運動が生じると、その結果、少なくとも１つの磁気誘導磁束が
トリガ部材１と第１の部材２との間に生じ、それにより部材１、２又はその部分間に磁気
誘導渦電流力が形成される。
【００６７】
　磁気誘導渦電流力は、部材１、２と少なくとも１つの第１の部材２との間の相対運動に
抵抗するように作用することができる。磁束は、幾つかの配置特性を変更することによっ
て調整することができ、これは、磁性要素６及び／又は伝導性領域７のサイズ及び位置を
変更すること、トリガ部材と第１の部材との近接度を変更してそれにより磁性要素６と伝
導性領域７との近接度を変更すること、及び、最後に、磁性要素６／伝導性領域７の幾何
学的形状及び／又は磁気／伝導特性を変更することを含む。
【００６８】
　図に示すように、磁気誘導磁束の方向は、トリガ部材１と第１の部材２との間の運動方
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向に対して実質的に直交する方向であり、部材１、２は、静止時及び運動中の両方におい
いて互いに隣接する同じ平面内に位置する。
【００６９】
　上述の実施形態は、ＵＳ２０１２／００５５７４０に記載されたものと同様の装置に組
み込むことができる。
【００７０】
　例２
　図３を参照すると、第１の部材２の回転運動に応答したトリガ部材１の運動は、線形と
することができる。図３に示すように、トリガ部材１は、ロッドにすることができ、ロッ
ドは、第１の部材２の中の穴又は凹み（図示せず）に差し込まれる。ロッド１は、磁性要
素６（又は逆に伝導性領域）を含むことができ、磁性要素又は伝導性領域の選択は、第１
の部材２上の相補的部分が何であるかによる。第１の部材２の回転が生じると、ロッドが
動いて、図３において方向Ｚに沿った矢印で示されるように線形並進運動で穴又は凹みか
ら出てくる。
【００７１】
　例３
　図４及び図５は、付勢力が印加されたときに矢印ＡＡで示されるような線形方向に第１
の部材２の運動が生じる、代替的な実施形態を示す。
【００７２】
　トリガ部材１は、１つ又は複数のつめ形又はアーム形部材（分かりやすくするために１
つのつめを示す）とすることができ、これは、この例では表面又は軌道８に沿って付勢力
が印加されたときに方向ＡＡに線形的に並進するキャリッジである第１の部材２に機械的
に連結されている。
【００７３】
　図４において、少なくとも１つのトリガ部材１は、キャリッジ２に取り付けられたピボ
ット軸３の周りでキャリッジの運動方向ＡＡからオフセットして枢動する。トリガ部材１
は、磁性要素（又は伝導性領域）６を含み、第１の部材２は、相補的な磁性要素又は領域
（図示せず）を含み、その結果、トリガ部材１及び第１の部材２は磁気関係にある。
【００７４】
　図５は、線形運動する第１部材２の同じ原理を示すが、しかしこの場合には、トリガ部
材１もまた、例２で説明したものと同様に線形方式で動くロッドである。
【００７５】
　この性質の線形の実施形態は、長い案内ロープを用いる例えば列車のキャリッジ又はゴ
ンドラなどの用途のように、１つ又は複数の第１の部材２が軌道８に沿って動く場合に有
用であり得、上述の装置は、キャリッジ又はゴンドラの運動速度の制動を支援するように
作用する。
【００７６】
　例４
　図６は、トリガ部材１と第１の部材２との間の上述の磁気関係を用いた装置の更なる実
施形態を示す。
【００７７】
　装置は、少なくとも１つの第１の部材２とは独立の少なくとも１つの第２の部材１０（
説明を容易にするために網掛け領域として描く）を含み、第２の部材１０は、トリガ部材
１が動いて第１の部材２から遠ざかったときにトリガ部材１と磁気的に相互作用する。こ
の第２の部材１０は、一連の磁石又は伝導性領域とすることができ、トリガ部材１が動い
て第２の部材１０に対して相補的な空間に入ったとき、トリガ部材１と第２の部材１０と
の間に渦電流誘導力が生じる。
【００７８】
　第２の部材１０は、静止したものとすることができる。代替的に、第２の部材１０は、
トリガ部材１に対して異なる相対速度で、トリガ部材１と同じ方向（但し異なる速度で）
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又は反対方向に運動することができる。第２の部材１０は、例えば、第１の部材２の周縁
の外側でこれを囲む一連の磁石（図示せず）とすることができる。
【００７９】
　例５
　図６及び図７に示すように、トリガ部材１は、トリガ部材１及び第１の部材２が運動す
ると、更なるラッチ部材２０と係合することができる。トリガ部材１とラッチ部材２０と
の係合の結果として、第１の部材２とラッチ部材２０との間に更なる相対運動が生じない
ようにすることができる。このラッチ部材２０は、運動学的関係の運動を制限するのに有
用であり得る。係合は、更なる運動のために装置をリセットするように解除可能なものと
することができる。
【００８０】
　例６
　図８及び図９は、第２の部材１０を用いた異なる手法を示す。
【００８１】
　図に示すように、第２の部材１０は、第１の部材２とは独立である。第２の部材１０は
、トリガ部材１と第１の部材２とが重なった領域を越えて部分的に延びたトリガ部材１の
部分の周りでトリガ部材１と磁気的に相互作用する。第２の部材１０は、トリガ部材１に
対して相補的な一連の磁石又は伝導性部材とすることができ、第２の部材１０がトリガ部
材１に対して運動したときに磁束相互作用を生じさせるようになっている。
【００８２】
　第２の部材１０に対して相補的な領域内にトリガ部材１があると、第２の部材１０に対
する付勢力がトリガ部材１と第２の部材１０との間に磁気誘導渦電流力を生じさせ、これ
が第１の部材２に対するトリガ部材１の運動を助長する。
【００８３】
　第１の部材２は、静止したものとすることができ、トリガ部材１は、付勢力が印加され
ると運動し、次いでトリガ部材１の運動が、トリガ部材１と第１の部材２との間の磁束相
互作用を誘導する。
【００８４】
　図８に示すように、運動学的関係は、第１の部材２に対して枢動するトリガ部材１によ
って規定される。代替的に、図９に示すように、運動学的関係は、第１の部材２に対して
独立した線形並進運動路を経由して運動するトリガ部材１によって規定することができる
。
【００８５】
　装置の態様を例示のみの目的で説明してきたが、本明細書における請求項の範囲から逸
脱することなく修正及び付加を行うことができることを認識されたい。
［発明の項目］
［項目１］
　少なくとも１つの第１の部材であって、システムを形成するように少なくとも１つの更
なる部材と運動学的関係にあり、前記システムは、限定された運動範囲内で運動し、前記
システムは、前記システムに外部付勢力が付与されたときに相互作用して、前記部材をそ
れらの運動力学的及び動的特性に起因して応答させ、それにより前記部材間の相対運動を
作り出す、少なくとも１つの第１の部材と、
　所定のシステム運動に応答して動く前記少なくとも１つの第１の部材に結合された少な
くとも１つのトリガ部材であって、前記少なくとも１つのトリガ部材が動くと、前記少な
くとも１つのトリガ部材又はその部分は、前記システム又はその１つ若しくは複数の部材
に対して制動作用を付与する、少なくとも１つのトリガ部材と、
を備え、
　前記少なくとも１つのトリガ部材によって前記システム又はその１つ若しくは複数の部
材に付与される前記制動作用の速度及び／又は強さは、前記少なくとも１つのトリガ部材
の運動速度によって制御され、この前記運動速度自体は、前記少なくとも１つのトリガ部
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材又はその部分と前記少なくとも１つの第１の部材又はその部分との間の磁束相互作用に
よって支配され、前記磁束相互作用は、前記少なくとも１つのトリガ部材又はその部分と
前記少なくとも１つの第１の部材又はその部分との間に磁気誘導渦電流力の形成を引き起
こす、
装置。
［項目２］
　前記少なくとも１つのトリガ部材は、前記少なくとも１つの第１の部材上の１つ又は複
数の導体部分と相互作用する１つ又は複数の磁性部分を備える、項目１に記載の装置。
［項目３］
　前記少なくとも１つのトリガ部材は、前記少なくとも１つの第１の部材上の１つ又は複
数の磁性部分と相互作用する１つ又は複数の導体部分を備える、項目１に記載の装置。
［項目４］
　前記システム運動と前記少なくとも１つのトリガの運動との間の運動学的関係は、非線
形応答である、項目１～３のいずれか一項に記載の装置。
［項目５］
　前記第１の部材に対する前記少なくとも１つのトリガ部材の前記運動速度は、相対運動
が生じると遅くなる、項目１～４のいずれか一項に記載の装置。
［項目６］
　前記第１の部材に対する前記少なくとも１つのトリガ部材の前記運動速度は、相対運動
が生じると速くなる、項目１～４のいずれか一項に記載の装置。
［項目７］
　前記第１の部材に対する前記少なくとも１つのトリガ部材の前記運動速度は、より遅い
相対運動とより速い相対運動との間で少なくとも１回循環する、項目１～４のいずれか一
項に記載の装置。
［項目８］
　前記システムと前記少なくとも１つのトリガ部材との間の相対運動は、前記所定のシス
テム運動が生じるまで遅延される、項目１～７のいずれか一項に記載の装置。
［項目９］
　前記少なくとも１つのトリガ部材又はその部分によって付与される前記システム制動作
用は、ラッチ、摩擦力、磁気力相互作用、及びそれらの組合せによって生じる、項目１～
８のいずれか一項に記載の装置。
［項目１０］
　前記少なくとも１つのトリガ部材が前記少なくとも１つの第１の部材に対して運動する
前記速度は、前記少なくとも１つのトリガ部材と前記少なくとも１つの第１の部材との間
に結果として生じる渦電流力を変化させることによって調整される、項目１～９のいずれ
か一項に記載の装置。
［項目１１］
　前記磁気誘導渦電流力は、
　（ａ）前記少なくとも１つのトリガ部材又は少なくとも１つの第１の部材上又は内の磁
性要素表面積、
　（ｂ）前記少なくとも１つのトリガ部材又は少なくとも１つの第１の部材上又は内の伝
導性領域、
　（ｃ）前記少なくとも１つのトリガ部材及び少なくとも１つの第１の部材上の少なくと
も１つの磁性要素と少なくとも１つの伝導性領域との近接度、
　（ｄ）前記少なくとも１つのトリガ部材又は少なくとも１つの第１の部材上又は内の前
記少なくとも１つの磁性要素の幾何学的形状及び／又は磁気特性、
　（ｅ）前記少なくとも１つのトリガ部材又は少なくとも１つの第１の部材上又は内の前
記少なくとも１つの伝導性要素の幾何学的形状及び／又は電気特性、
　（ｆ）及びそれらの組合せ
のうちの少なくとも１つを変更することによって調整される、項目１０に記載の装置。
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［項目１２］
　前記トリガ部材は、前記付勢力に直接的に起因して運動する、項目１～１１のいずれか
一項に記載の装置。
［項目１３］
　前記トリガ部材は、少なくとも部分的に前記付勢力に間接的に起因して運動し、前記付
勢力は、少なくとも１つの付加的な機械的部分又は動力学的手段に、前記トリガ部材の移
動又は前記トリガ部材との相互作用を生じさせ、それにより引き続き前記トリガ部材の運
動を生じさせる、項目１～１１のいずれか一項に記載の装置。
［項目１４］
　前記渦電流誘導力の作用点の静的若しくは動的な位置及び／又は強度の調節はまた、
　（ａ）前記トリガ部材又は第１の部材が動くにつれて前記トリガ部材上の磁性要素又は
伝導性領域の位置を調節すること、及び／又は
　（ｂ）前記トリガ部材又は第１の部材が動くにつれて前記第１の部材上の磁性要素又は
伝導性領域の位置を調節すること
によって完成される、項目１～１３のいずれか一項に記載の装置。
［項目１５］
　前記トリガ部材と１つ又は複数の付加的な部材との間の相対運動は、摩擦のない運動で
ある、項目１～１４のいずれか一項に記載の装置。
［項目１６］
　前記部分間の運動は、主として動的力によって支配される、項目１～１５のいずれか一
項に記載の装置。
［項目１７］
　前記少なくとも１つのトリガ部材と前記少なくとも１つの第１の部材又はそれらの部分
は、互いにほぼ隣接する、項目１～１６のいずれか一項に記載の装置。
［項目１８］
　前記磁束相互作用は、前記少なくとも１つのトリガ部材と前記少なくとも１つの第１の
部材との間の相対運動の方向に対して少なくとも部分的に直交する、項目１７に記載の装
置。
［項目１９］
　前記トリガ部材は、前記所定のシステム運動が生じたときに軸の周りで回転するアーム
形部材である、項目１～１８のいずれか一項に記載の装置。
［項目２０］
　前記少なくとも１つのトリガ部材は、前記所定のシステム運動が生じたときに線形方向
に運動するロッド形部材である、項目１～１８のいずれか一項に記載の装置。
［項目２１］
　項目１～２０のいずれか一項に記載の少なくとも１つの装置を組み込んだロープ繰出し
装置。
［項目２２］
　前記少なくとも１つの更なる部材は、前記少なくとも１つの第１の部材に直接的又は間
接的に結合されたロープのスプールである、項目２１に記載のロープ繰出し装置。
［項目２３］
　前記システムに付与される前記外部付勢力は、前記スプールから延びる且つ該スプール
上に引き込まれるロープによって生じる、項目２２に記載のロープ繰出し装置。
［項目２４］
　項目１～２０のいずれか一項に記載の少なくとも１つの装置を組み込んだ乗客座席拘束
装置。
［項目２５］
　項目１～２０のいずれか一項に記載の、回転駆動装置に係合する少なくとも１つの装置
を組み込んだ変速機駆動装置。
［項目２６］
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　項目１～２０のいずれか一項に記載の少なくとも１つの装置を組み込んだリニアガイド
式命綱。
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